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Ⅰ C0g 政府研究開発投資の 拡充政策における 論点 

0 下田隆二 ( 一橋大イノベーション W) 

1 . はじめに 
本稿では、 科学技術基本計画が 目標とした政府研究開発投資の 拡充に着目し、 
その近年の動向を 分析するとともに、 その拡充政策における 論点を指摘し、 これ 
に関して考察を 加える。 
( 1 ) 研究開発投資の 政策目標 
政府の研究開発投資に 関する基本的な 政策は、 科学技術会議の 基本答申等にみ 
られる。 科学技術会議の 諮問第 18 号に対する答申 ( 1992 年 1 月 ) を受けて閣議 
決定された同年の 科学技術政策大網では、 政府の研究開発投資に 関して 「時々の 
財政事情等を 踏まえっ っ 、 政府の研究開発投資をできるだけ 早期に倍増するよ う 
に 努める。 」 とされた。 また、 科学技術基本法 ( 1995 年 11 月 ) の規定に基づき、 
1996 年 7 月に閣議決定された 科学技術基本計画では、 21 世紀初頭に対 GDP 比率 
で 欧米主要国並みに 政府研究開発投資を 引き上げるとの 考えが示されている。 さ 
らに、 この考えに基づき、 基本計画には 「平成 8 年度から 12 年度までの科学技 
術 関係経費の総額の 規模を約 17 兆円とすることが 必要であ る。 」 と関係する予算 
の規模が明示されている。 ( 科学技術関係経費の 推移については 表 2 参照 ) 
( 2 ) 投資拡充政策における 誇点 
欧米主要国並みに 政府研究開発投資を 拡充することとし、 科学技術関係経費を 
増額するとの 政策には、 しかしながら、 以下に示す い くつかの論点があ る。 
①人文・社会科学分野の 扱い 
比較の対象となるべき 欧米主要国の 研究開発投資は、 一般に、 人文・社会科 
学分野を含んだ 値 として示されている。 従って、 比較すべき日本の 数値も人文・ 
社会科学を含んだものとすべきであ り、 これは総務庁統計局が 行 う 「科学技術 
研究調査」 により デ一 タが 示される。 他方、 科学技術関係経費は 基本的には 自 
然 科学に関するものが 中心となっており、 人文・社会科学分野が 網羅されてい 
ない。 従って、 科学技術関係経費を 論じても、 人文・社会科学分野の 予算措置 
を 論じていないこととなる。 

② 国 と地方自治体との 関係 
政府研究開発投資は、 通例、 中央政府 ( 狭い意味での 「 国 」 ) 及び地方自治体 
の 支出を含めた 投資をい う 。 しかしながら、 科学技術関係経費は、 中央政府の 
予算を集計したものであ @ 地方自治体の 予算を集計していない。 従って 、 科 
学 技術関係経費を 論じているだけでは、 地方自治体の 予算措置を論じていない 

こととなり、 政府研究開発投資における 地方の役割を 考慮していないこととな 
る 
③補正予算への 依存による 影善 
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科学技術墓木計画の 投資目標であ る 5 年間 17 兆円の達成にあ だっては、 補正 
予算に 10% 以上を依存しており、 年度によっては、 当該年度の当初予算の 3 分 
の Ⅰを越える補正措置がなされている。 補正予算は年度の 半ばに措置され、 通 
例 、 当該年度で使わなければならないが、 このような補正予算が、 実際にどの 
よ う に使われているか、 検討する必要があ る。 
④科学技術 曲 採種芸と統計上の 政府負担研究 涛発費 との関係 
前述の問題に 加えて、 科 ・ 学 技術関係経費と 統計上の国 ( 中央政府 ) の研究開 
発 投資との関係は 、 必ず L, も - 対一に対応するものでほない。 この関係を正し 
く 理解しなければ、 政策目標たる 政府研究開発投資の 拡充とその手段であ る 予 
算の拡充の間で 乖離が生ずる 可能性があ る。 

2 . 政府研究開発投資の 近年の劫 向 
総務庁統計を 用いて、 国 ( 中央政府 ) と地方公共団体の 負担をそれ，ぞれ 計算し 
た。 1992 年度を起点として、 最近時 (1998 年度 ) までの、 国及び地方則、 自然科 

学及び人文・ 社会科学別、 並びに、 これらの合計の 政府負担研究費を 表 1 に示す。 

ま Ⅰ 政府負担研究寅の 推移 

年 度 
平成 1992  4 年平成 ]993  5 年平成 1994  6 年平成 i  Ⅰ 995  7 年平成 1996  8 年平成 Ⅰ 997  9 年平成 1998 10 

        庄 度               年度 

自然                   総軒 ( 億円 ) 26,967                 29,658                 29,182                   32,924                 3 Ⅰ ,606                 32,038                   34,985 

科学                     伸び 牽 (%) 7.7                 Ⅰ 0 ・ 0                                           Ⅰ 2.8                   -4.0                   9.2 

                指故 100                   Ⅰ ]0                   ヰ 08               Ⅰ 22                 ヰ t7                   ⅠⅠ 9                   Ⅰ 30 

人文                         百ゴド 正 - 牽         (     弗                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                       0.57                   0.62                 0 ・ 6 Ⅰ                 0.67                   0.63                   0.63                 0.70 

社会政府負担割合         (%j                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                             19.4                 2 Ⅰ                                             22.9                 21                     20.4                 2 Ⅰ     

科学 b ; 国 ( 中央政府 ) 22,533                 25,059                   24,396                 28,080                   26,821                 27,240                 30.160 

合計 ; 指数 Ⅰ 00                     Ⅰ 08                 Ⅰ 25                   ⅠⅠ 9                   12 Ⅰ                   Ⅰ 34   

                地方公共団体 4,435                 4,599                 4,785                   4,844                   4,785                   4,798                   4,826 

              指敦 Ⅰ 00                 Ⅰ 04                 Ⅰ 08                 Ⅰ 09                 Ⅰ 08               108                   Ⅰ 09 

自然                   国 ( 中央政府 j 19.342                       69 Ⅰ                 21.022                 24.589                 23.265                 23.674                 26,252 

科学                     指数 Ⅰ 00                   t Ⅰ 2                   109               Ⅰ 27                 ヰ 20                 Ⅰ 22                   Ⅰ 36   

分野                   地方公共団体 3,7 Ⅰ 7                 3.8g0                 410 Ⅰ 9             4.06g                 3.986                 4,082                 4,057 

              指数 100                   Ⅰ 05                   Ⅰ 08                 109                 Ⅰ 07                 ⅠⅠ 0                 Ⅰ 09 

              田 ・地方小計 23,059                 25T58 Ⅰ               25.04 Ⅰ               28,658                   27.25 Ⅰ                 27,756                 30,309 

              指伯 Ⅰ 00                   Ⅰ 09             Ⅰ 24                 ⅠⅠ 8                 Ⅰ 20                 Ⅰ 3 Ⅰ 

人文                   目 ( 中央政府 )     Ⅰ 9 Ⅰ                   3.368                 3,374                 3,49 Ⅰ                 3.556                 3.566                   3.908 

社会                     指伯 Ⅰ 00                   Ⅰ 06               106                   Ⅰ 09                   l Ⅰ 2                   1 22 

科学地方公共団体                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                       7 Ⅰ 8                 709                   766                   775                   799                 7 Ⅰ 6                 

分野                       指数 Ⅰ 00                 99                   Ⅰ 0a                   Ⅰ OO                 Ⅰ 07   
              ロ ・地方小計 3,909                 4.078                 4. Ⅰ 4 Ⅰ                 4.266                 4.355                 4.283                 4.677 

              指拙 Ⅰ 00                 Ⅰ 04                 106                 109                   ⅠⅠ 0                 Ⅰ 2O 

資材 : 俺務 庁統計局 括 耳科学技 街 研究 卸俺 J( を年版 ) より章吾作成。 
注 : 地方と国との 分類が明確でない 部分については 国の負担として 計算。 
畔化 の 四 捨五人の曲 係 で合計が一致しない % 台があ る。 
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人文，社会科学分野を 含めた政府負担研究費は、 1992 年度から最近まで、 平均 

して年率 4.4% の伸び率で伸びてきている。 この結果、 1998 年度においては、 1992 

年度と比較して 30% の増加となっている。 なかでも、 自然科学分野の 伸びが大き 
く、 また、 国と地力公共団体を 比較すると国の 伸びが大きくなっている。 地方公 
兵団体の負担は、 94 度から 98 年度の 5 年間ほとんど 伸びていない 状況にあ る。 
補正予算の影響を 見るために研究者 -- 人 あ たりの研究費と 特にその費目別内訳、 
に 注目する。 科学技術研究調査のデータを 用いた分析に よ れば、 自然科学分野の 
国立大学、 国営研究機関、 特殊法人研究機関を 通じて、 有形固定資産購入費が 、 
大型の補正予算措置がなされた : 1993 年度、 1995 年度、 1998 年度に顕著に 増加し、 
93.95 年度では次年度には 大きく減少している。 国費を多く使っている 国立大学、 
国営研究機関、 特殊法人研究機関では、 その増加分が 有形固定資産の 購入費 ( っ ま @ 建物の建設、 機械・器具・ 装置の購入 ) に多く使用された 様子がわかる。 
なお、 人文・社会科学分野では、 自然科学分野ほどには 顕著な傾向はみられない 
ものの、 類似の傾向をうかがうことができる。 

3 . 科学技術関係 軽費 と政府負担研究開発費の 田孫 
科学技術関係経費と 政府負担研究費との 関係をみる   表 2 に科学技術関係経費 
( 補正含む ) と政府負担研究費を 自然科学分野と 人文社会科学分野含む 合計につ 
いて、 国 ・地方自治体別及び 両者の合計と 対比した。 

表 2 科学技億曲棟柱 黄 と政府負担研究 黄 

科学技術 朋係軽俺 政府立 担 研究 夫 

当初 補正 合計 自然科学分野 

年度 予 ユ額 予算額 予算 哲 中 央 故 地 方 政 合計 
府 府 

Ⅰ 992 21 ,347   ,037 22.384 Ⅰ 9.342     ,71  7 23.059 

25,581 

Ⅰ 994 23,585 1993@ 22,663 5.490  28.153 23,682 2 2t,022  Ⅰ・ 69 ア                       25.04 Ⅰ 

Ⅰ 995 24.995 6,854 3 Ⅰ .849 24.589 4,069 28,658 

1  996 28   Ⅱ 05   ,555 29.600 23.265 3.986 27,251 

Ⅰ 997 30,026   30.026 23.674 4,082 27,756 

Ⅰ 998 30,322       3 Ⅰ 4 4 Ⅱ .636 26,252 4.057 30.309 

Ⅰ 999 31 ,567 6,038 37,605 

2000 32.843     

文科 : 当初予コ額は [ 平成Ⅱ年度科学技 桁 の 仮典に 典する年次 報づ 
庁 資料。 政府立 担 研究化については 表 ] 養照 。 

単位 : 億円 

政府負担研究 丑 

人文含む合計 

中 央 故 地 方 政 合材 
    

 
 

一般には、 人文社会科学を 含む統計上の 政府負担研究費と 科学技術関係経費が、 
密接に関連付けられて 論じられるが、 科学技術関係経費と 比較すべきは、 自然科 
学 分野において 国 ( 中央政府 ) が負担する政府負担分であ る。 この両者を比較・ 
検討すると、 科学技術関係経費に 比較して、 常に統計上の 国の負担研究費が 少な 
くなっている。 

大規模な補正予算措置がなされた 場合には、   補正予算で措置されたものが 翌年 

一 137 一 



度 に繰り越されて 使用されることがあ り得るので、 当該年度の実績には 補正予算 
の効果が十分には 現われず、 差異が大きくなると 考えられる。 逆に大きな補正予 
算が 措置された次年度に 、 大きな補正 チ算 措置がなけれ ば、 前の年度から 繰り越 
された部分が、 科学技術関係経費にぼ 現われないものの 政府負担研究費では 呪 わ 
れることから、 差異が小さくなることが 期待される。 Ⅰ 993 年度は差異が 大きく   
1994 年度において 差異が小さくなっているの ば、 こォ しによると考えられる。 
このような補正予算の 影響が比較的少ないと 考えられる 1992 年度を例に調 バこ 

ると、 国の負担研究費は、 当初予算額の 91% 、 補正を加えた 予算額でも 87% に 相 
当 する額が統計 卜 現われている。 他方、 同じく補正予算の 影響の少ないと 考え も 
れる 1997 年度についでみると、 国の負担研究費は、 当初予算額の 79% に相当す 
る額が現われているが、 この数値は 1992 年度のパーセンテージに 比較して大き 
な 低下であ る。 この間、 科学技術基本計画の 策定を踏まえて、 科学技術関係経費 
の見直しがなされているとされることから、 従来以上に総務庁統計に 現われにく 
い科 ・ 学 技術関係経費が 増えている可能性が 考えられる。 科学技術関係経費の 内容 
は 公表された資料では、 「国立試験研究機関等経費」、 「国立大学経費」、 「助成 

費 ・政府出資金」、 「行政費その 他」に分類されている。 筆者の分析では、 「国立試 

験研究機関等経費」、 「国立大学経費」 では、 比較的統計上 (7) 実績とよく一致して 
いると考えられるが、 「助成費，政府出資金」 では乖離が大きい。 

政府研究開発投資の 拡充を目標に 科学技術関係経費の 拡充が図られているが、 
予算措置と統計上の 国負担研究費の 差異が大きく、 また、 その差異が拡大してき 
て。 ることが懸念される。 従って 、 特に助成費，政府出資金に 分類される科学技 
術 関係経費の精査が 必要であ り、 また、 その内容を踏まえ、 総務庁科学技術研究 
調査との対応関係についてのより 詳しい分析・ 調査が必要であ る。 

4 . 考 集 

以上の分析を 踏まえ、 今後、 政府研究開発投資の 拡充政策の検討においで 留意 
すべき課題を 以下に示す。 
①政策目標と 政策手段の対応 
②人文・社会科学の 位置付け 
③地方自治体の 位置付け 
④補正予算依存からの 脱却 
⑤科学技術関係経費と 統計上 の国の負担研究費との 乖離の分析 

追記 
本稿ではスペースの 関係で ヂ 一タ及び議論の 展開を   f. 分に示すことができなか 
っ だが、 詳しくは 以 ，「山論文を 参照され，だけ。 
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